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た Cohen v. Cowles Media Co.253)において，「法的義務が……〔州〕裁判所の職務上の権力を通し
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の審査」では「より厳格な司法審査」が要求され得ることを示唆する Carolene Products 判決の論
理271)は，「裁判所が立法府よりも人種差別の問題への対処にはより適している」ということを正当
化するものであり，ステイト・アクション法理の解釈にも反映されるべきものであると理解されて




























































法理の解釈に反映する Strauss の見解が注目される。そして，Tushnet が指摘するように，修正14
条の平等保護条項が一定の私的な人種差別を防ぐ「積極的（保護）義務」を課しているとすれば，
政府による当該義務の不履行に対して連邦最高裁（連邦裁判所）が私人間訴訟において憲法上の実
体判断を積

極

的

に

行う権限も認められることとなる。上記の論理は，ステイト・アクション法理に
―  ―
おける種々の例外が認められた事例の多くがいずれも人種差別に関連するものであったという連邦
最高裁の判例にも適合するものであると考えられる。
したがって，アメリカ合衆国では，〈合衆国憲法は，ステイト・アクションに適用されるのみで
あって私人の行為には適用されない〉という要件は現在まで堅持されてきたが，ステイト・アクシ
ョン法理によって私人間において「水平的効力」は生じないという確固たる結論が導かれてきたわ
けではない。後者に関しては，最高法規条項によって「裁判所」が合衆国憲法に拘束され，修正
14条の平等保護条項が一定の私的な人種差別を防ぐ「積極的（保護）義務」を課すものであるこ
とから，連邦最高裁が私人間訴訟において憲法上の実体判断を積

極

的

に

行うこととなり，結果とし
て「間接的水平的効力」は生じることとなる，という連邦最高裁の判例に整合的なステイト・アク
ション法理の再構成が可能である。 （完）
